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ポストコロナ社会の目指す姿のアイデア
～不透明な時代の次の打ち手を考える～

「ポストコロナ時代の国際情勢



2

自己紹介

2
2

・1968年兵庫県西宮市生まれ・在住。外務省、日本総研、独立起業を経て現職。

・外務省にて対中東外交、地球環境問題等を担当。首相通訳・国連総会等を経験。

・通算で世界約９６か国訪問、120国か国以上の人々と交流・討論。世界の貧困や環境
問題の現場を回る。エジプト、UK、サウジアラビア居住。エジプトでは下宿。

・2015年10月に神戸情報大学院大学教授に就任、アフリカ、中東の社会人留学生に
リーダーシップやイノベーションについて教鞭をとる。世界情勢やSDGｓに関する企業研修
多数実施。

・全国の行政機関で組織人事改革案件の従事。大阪市特別顧問（2011年から現在）

・ウェブマガ「ポストコロナの世界を洞察する」を毎週水曜日に配信。
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（出典）山中俊之・ダイヤモンドオンライン「ポストコロナに起こる5大変化「今は苦境の
フリーランスが台頭する」

・優勝劣敗が進む企業・業界
・フリーランスや非正規の立場が
見直され、相対的に正社員の立
場は弱まる

私見：ポストコロナの地殻変動



国際政治の行方

短期的（-2025年）
・排外主義
・米中対立
・経済的苦境から不協調
・人種を巡る対立感情

長期的（2025年ー2030年）
・感染症、気候変動、難民、安全
保障など連帯の必要が認識
・人種、LGBTなど偏見の減少
・SDGｓへの協力促進

＜私見：以下のようなポジティブな方向にも目を向けるべきではないか＞
・過去15年間で大半の国で殺人率が低下している。但し中南米では増
加している国がある。
・人権侵害は減っていないように見えるが、それは過去には人権問題と
捉えれていないことが人権問題となったためでもある。
・死刑は減少している。
・ネット検索によるとたとえば「黒人と白人はデートをしてはいけない」な

どの偏見の投稿が減少の趨勢がある。
・FBIによると、米国でのヘイトクライムは減少している。

（出典）スティーブン・ピンキー著「21世紀の啓蒙」



自動化・ロボット
究極のソーシャルディスタンスは自動化・無人化

多くの職が失われ、失業が常態化

景気が回復しても雇用確保実現が難しくなり、ベー
シックインカム的な政策が必要になる

私見：自治体においても、対失業、対困窮者支援の
比重が高まる



参考：限界費用ゼロ社会

 人工知能やＩｏＴ、Sharing Economyの飛躍的発展で、
食料、移動・交通、エネルギーにおける（初期費用は
別にして）限界費用が限りなくゼロになる。

 これまで人類が知りえなかった知見の獲得に近づく一
方、労働とは何か、人工知能時代に人間は何をすべ
きかという点が問われる時代になる。

私見：自治体としても、困窮者支援と合わせて

限界費用ゼロ社会についての動きを取り込む
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フリーランス・非正規の処遇
経済的苦境が社会的により大きく「見える化」される

収束後は、待遇改善の法律制定や契約方法見直し

歴史的には、疫病や戦争によって、苦境にある人々
の待遇は改善されてきた（次ページ参照）

私見：法律・条例における保護を充実させてフリーラ
ンスが働きやすい兵庫を目指すべき



参考：人類の平等化
人類は以下の4つが契機となり平等化してきた。

戦争

革命

国家崩壊

疫病



参考：政府の変遷
19世紀から20世紀初頭：夜警国家：警察のみをする政府

20世紀中盤～：福祉国家：福祉サービスを供給する政府

ポストコロナ：人々の生命・生活を守る政府？

世界恐慌

知識社会・格差・AI

コロナ

私見：新たな自治体の役割を定義する必要



優勝劣敗！GAFA独り勝ち？
GAFAなどのテックジャイアンツが影響力を増す。
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Google Amazon

Facebook Apple

NYダウ 日経平均



私見：コロナ勝ち組・負け組

GAFA

生活必需品販売

大学

大都会

自然豊かな地方

芸術文化

医薬品

観光業

鉄道・航空（客対象）

物流

勝ち組

負け組

非ビジネスビジネス
正社員

再生可能エネルギー

化石燃料

※現時点だけでなく5年程度
の継続性を念頭においている



都市集住時代の終焉
大都市集住のリスクが広く認識される

密・集住でない地域の魅力が再確認、もっとも単に
自然があるというだけでは魅力が中途半端

私見：自然と芸術が両立した新たな芸術田園都市
構想を打ち出す


